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　　　１　緒　　　言

　県産木材の利用促進は急務となっている。公共的な場所

で使われる学校用家具に木材を活用することは木材需要

の増加が期待でき、また県内木製品製造業にとって新しい

製品となりうるが、教育現場では、木製学校用家具の良さ

に理解は示しているものの、導入コストについてはスチー

ル製よりも高いことから、木製家具の導入に踏み切れない

場合が多い。一方、日本工業規格（JIS）が改正され教育環

境の観点から木製の机やいすの製作の自由度が増したた

め、学校での木製学校用家具の導入は以前よりしやすく

なったといえるので、ニーズは今後、増加すると予想され

る。

　また、岩手県では県産木材の需要拡大を図る目的で、平

成11年度から「木の香る学校づくりモデル事業」によって

木製学校用いす、机の購入に対して購入価格の 1/2 補助

（上限10,000円）を行ってきた。これまでに県内24校の小

中学校で2,100組を越える木製いす、机が導入されている

（表１）。これらの木製いす、机は各学校の地域にある製材

所、家具メーカー、建具メーカー等で作られ、すべて岩手
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県工業技術センターが設計や強度試験などの技術支援を

行ってきた。このことから、県内の木材を使い、地元で作

られた木製学校家具への関心は高く、児童、生徒数の少な

い学校では比較的スムースに導入が進むことがわかる。

　そこで、平成12年度は、教育現場の声を取り入れつつ、

県産木材を活用した新しい岩手オリジナル学校用家具の

開発を行い、つぎの特徴を持つ製品を試作した(写真１)。

１．新JIS規格に即した設計、デザインとした。特に机の

　甲板の面積を旧来製品に比べて拡大（面積比約120％）

　し、教材の大型化や少人数学級等に対応した。

２．机・いすに高さ調整機能を付加し、さらに椅子の積み

　重ね収納を可能とした。

３．充分な強度を持つ（机・いすとも繰り返し耐衝撃性試

　験を行った結果、以上のないことを確認）。

４．複雑なデザインを避け、部品寸法の共通化と部品加工

　工程を単純化できる製品設計によって、低コスト化を

　可能とした。

　ただし、木製学校用いすは、背もたれと座に成型合板

を取り入れて県内で作られている木製家具との差別化を
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　机やいすなどの学校用家具は教育環境の重要な要素であり、ぬくもりを感じさせることので

きるような木製家具に対する期待は大きいと考えられる。また、県産木材の需要開拓は急務であ

ることから、県産針葉樹材を活用できる新しい木製学校用家具の開発を行った。平成 12 年度

は、アカマツ材を使って、つぎのような特徴を持つ岩手オリジナル学校用家具を試作した。

　(1)新JIS規格に即した設計、デザイン。(2)机・いすの高さ調整が可能。(2)いすのスタッキン

グ機能(4)低コスト

　平成13年度は、さらに使用材積を低減し、製作しやすい木製学校用いすの提案を行ったので

報告する。
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Product design to original wooden school furniture of Iwate

ARUGA Yasuhiro,  NAMIZAKI Yasuji

          Last year We designed Iwate original wooden school furniture made with Japanese red pine. The

furniture had the following characteristic.

(1) The design corresponding to new Japanese Industry Standard (JIS). (2) The desk and the chair

which has height adjustment function. (3) The chair can be stacking for safekeeping. (4) Low cost

          Follow in the last year We were suggested the improved wooden school chair that the volume of

materials was reduced more, and easy to make.
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試みたが、成型のための設備整備あるいは外部への製作

委託が必要となりコスト上昇の要因となりうる。このた

め、県内の家具、建具等の木製品製造業が現有する技術

で、より製作しやすい製品となるように、木製学校用いす

について平成13年度も引き続いて検討を加えた。

　　　２　木製学校用家具（いす）の試作目標

　昨年度に掲げた開発目標に加えて、つぎの項目につい

て検討し、再設計と試作を行った。

　１.　昨年度試作した製品の性能はそのまま維持する。
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　２.　製品寸法の最適化を図る。

　　　児童生徒の体型を検討し、需要の多いと思われる

　　製品寸法に改める。

　３.　部品寸法を見直し、使用材積の低減をめざす。

　　　昨年度試作品よりもさらに部品材積を削減する。

　４.　成型合板部品を使用しない。

　５.　低コスト化

　　　加工工程を簡素化しコスト低減する。

　　　３　結果および考察

　目標に基づいて、木製学校用家具（いす）の設計および試

作を行った。

３－１　製品寸法の最適化

　日本工業規格（JIS）に示されるいすの種類は０号から６

号までの７種類あり、昨年度試作したいす（写真１）は

高さ調整機能によって、４号、５号、６号まで対応できる

よう設計し、日本工業規格での最大寸法にあわせた。この

種類はそれぞれ標準身長（参考）では150cm、165cm、180cm

に対応するものとなっている。

　岩手県内の児童生徒の平均身長（表２）によると、小学

校１年生の平均身長は117.1cmであり、中学校３年生の平

均身長は165.6cmであることから、いすの種類は１号から

写真１　木製学校用家具（いす）平成 12 年度試作

表１　木製学校用家具導入実績
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５号であれば児童生徒の体型にあわせることができると

思われる。そこで、製品の最大寸法を５号相当とし、座面

の高さ調整機能によって３号から５号まで対応できるも

のとした。

３－２　木製学校用家具（いす）の設計および試作

　試作したいすの外観を、図１、写真２，３に示した。

　木材は針葉樹で岩手県を代表するアカマツを使用した。

前年度試作品と同様に、前脚と後脚が固定された構造に

上下移動可能な座板を家具用ジョイント金具で取り付け

る方法によって、座面の高さを調整できる機能を付加し

た。試作品では、高さを40mm間隔で３段階に調整でき、

340、380、420mmの各座面高さを選択できる。これは、そ

れぞれ日本工業規格の、３、４、５号の座面の高さに相当

する。また、スタッキングを可能として、保管時の省ス

ペース化を図ったことも同様である。

３－３　部　品

　昨年度試作品での部品の断面寸法は25×50mm、30mm×

50mmを基本寸法としたことに対し、主要部品で24×50mm

と背板および材板で15× 50mmの２種類を基本寸法とし

た。各部品の接合方法は前年度と同様である。

　加工のしやすさから形状をできるだけ単純化したが、

座は曲面に近似するように幅50mmの板材を並べて座面を

構成した。背板についても下端を曲線で切り取ることで

背中の触感をやわらげるようにした。

　大きな面積の部品を自由に製作できる成型合板を使用

していないため、部品数はジョイント金具を除く木部の

みで22個（写真３）と昨年度試作品に比べ８個増加した。

表２　１年齢別身体計測平均値（平成 11年度学校保健統計調査結果）

図１　木製学校用家具（いす）平成 13 年度試作外観

写真 2　木製学校用家具（いす）平成 13 年度試作

写真３　木製学校用家具（いす）平成 13 年度試作

写真３　いす部品　平成 13年度試作
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３－３　いすの繰り返し耐衝撃性試験

　いすの座面の高さを最高位置に調整後、繰り返し耐衝

撃性試験を行った。試験後、各部品、各接合部等にゆるみ、

破損などの異常は見られず、充分な強度があることがわ

かった。

３－４　材　積

　いすの材積を、表３に示す。昨年度試作品の材積（表４）

と比較すると約46％少ない。

　　　４　結　　語

　２で示した試作目標を満たす木製学校用いすを再設計、

試作した。製作には専用加工機を必要とせず、一般的に家

具、建具製作に使われる汎用木工機械で製作が可能であ

るので、広く岩手県内各地域で生産できる。さらに、成型

合板部品を採用しないことはコスト的なメリットも大き

い。流通経費をできるだけかけず、工場渡しを前提とした

場合、材積と、県内家具製造者１人当たり製品出荷額/

min、県内家具製造者１人当たり給与/minに基づいてコス

トを試算すると、表１に示した県内で導入されている木

製家具に比べ昨年度試作品でも低い価格設定が可能と思

われるが、今回の木製学校用いすはさらに低い価格設定

が可能と思われる。これらの成果は今後、学校用家具、そ

の他木製家具等の技術支援に活用していく。
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表３　木製学校用家具（いす）材積表　平成 13年度

表 4　木製学校用家具（いす）材積表　平成 12 年度


